
千葉市水道事業中長期経営計画（概要版） 
  
１ 計画の趣旨 

千葉市水道局では、老朽化した管路等の本格的な更新・改良工事や大規模災害への対策が必要とされており、一

方で、人口減少により営業収益の大幅な増加は見込めず、更なる財政負担が懸念され環境の変化に応じた経営改善

が求められています。 

また、国の求めに応じた「水道事業ビジョン」（厚生労働省）、「経営戦略」（総務省）として「千葉市水道事業中

期経営計画」を策定し、さらに「千葉市公共施設等総合管理計画」（市財政局）における「個別施設計画」の策定

準備のため今後３０年間の整備方針を示した「千葉市水道事業長期施設整備計画」を策定しています。これらを踏

まえ、今後 10 年間の水道事業経営に関する基本計画となる「千葉市水道事業中長期経営計画」を策定しました。 

 

 

 

 

 

 

２ 水道事業の現状と課題 

（１） 給水人口及び水需要 

現状：平成 15 年度の人口推計では、給水人口などの大幅な増加が見込まれていたが、想定ほど人口が伸

びなかった。また、平成 21 年度に見直した人口推計での想定よりも早く人口減少に転じたことや

節水意識の向上による使用水量の減少などが要因となり、推計値と実績値に乖離が発生。 

課題：平成 30 年度に実施した最新の推計では、給水量は令和７年度にピークを迎えるものの、将来的に

は給水人口及び給水量ともに減少に転じるため、施設規模の見直しが必要。 

（２） 水運用 

現状：水源として、第 2 次拡張事業に伴い霞ヶ浦導水事業、第 3 次拡張事業に伴い霞ヶ浦開発事業の水

利権を取得。この水利権を活用するため、房総導水路施設の施設利用権を取得。 

※霞ヶ浦導水事業は、平成 29 年度に撤退に伴う事務が完了。 

課題：取得した水利権及び施設利用権の活用方策について、様々な検討が必要。 

（３） 現有施設と耐震化 

現状：管路及び浄水場等の施設の更新時期（法定耐用年数）が到来。 

浄水場 ５箇所、給水場 １箇所、ポンプ場 １箇所、管路 371km 

設備（土木・建築構造物）は一定の耐震性能を有しており、管路の耐震化率は 43％。 

課題：施設の更新・整備時に、将来の水需要に応じた施設の統廃合などの見直しが必要。また、適切な維

持管理を実施しつつ、重要度や老朽度などを考慮した計画的な更新や耐震化が必要。 

（４） 災害対策 

現状：応急復旧や応急給水を想定した震災対策訓練を実施。水道局業務継続計画（BCP）を策定。 

課題：災害時に備え、各種協定の下、関係機関との協力体制を確立し業務を継続する事が必要。 

（５） 水道事業経営 

現状：経営効率の異なる千葉県営水道と同一料金としているため、料金回収率が 100％を下回り、収益

的収支における不足する財源を一般会計繰入金で補てん。 

課題：経営を健全化するための様々な方策について検討し、広域的な連携など将来の水道事業のあり方に

ついて、関係機関と協議・調整が必要。 



３ 基本方針と計画目標など 

（１） 基本方針と実現方策 

<基本方針> 「強靭」な水道、水道サービスの「持続」、「安全」な水道という３つの基本方針を設定し、計画を

着実に推進する。 
 

基本方針 主な基本施策 実現方策の内容 

強靭 

管路の耐震化 更新基準年数や、優先度を考慮した管路の更新に合わせ耐震化を図ります。 

自家発電設備の能力強化 
浄水場等への自家発電設備の整備や停電を考慮した燃料タンク容量の増量等の整
備を推進します。 

災害時などの対応力強化 
災害が発生した場合に備え、関係機関などとの協力体制を確立し、迅速な応急復旧
による対応力の強化に努めます。 

持続 

浄水場等の設備更新 
更新基準年数や更新の優先順位に基づき、平川浄水場、大木戸浄水場及び大野台
送水ポンプ場などの設備を更新します。 

統合や広域連携強化 千葉県に対して、県営水道と市営水道の統合を求めていきます。 

水道施設の統廃合 施設の適正規模へのダウンサイジングや統廃合について検討していきます。 

安全 

「水安全計画」に基づく水質監視 「水安全計画」に基づき水質監視の実施に努めます。 

未普及地域の配水管整備 給水要望に応じて配水管などの整備を実施します。 

指定事業者への指導・助言 講習会等を活用した指導・助言を行います。 

 

（２） 長寿命化対策による整備費用の縮減 

施設の更新は、法定耐用年数での更新から実使用年数（更新実績を踏まえた更新基準）までに更新する方針に切

り替え、計画的に実施します。更に優先順位等を考慮しつつ、事業を平準化し各年度の更新費用の抑制を図りま

す。また、井戸水を浄水している浄水場については、将来的な他事業体との統合・広域化や事業連携を考慮し、施

設を更新せず、施設の統廃合をすることで更新費用の抑制を図ります。10 年間で 117 億円の削減を目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（３） 整備スケジュール 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４） 計画目標 

計画期間に実施する施設整備等に関する計画目標を策定しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4 収支計画 

一般会計からの繰入金は、更新費用の抑制を図ることなどにより、令和４年度で高止まりし、その後は減少に転

じ、令和１２年度には令和２年度と比べて約２億円の減少となる見通しです。 

 

 

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

繰入金 997 1,404 831 808 857 1,243 1,265 1,410 1,391 1,683 1,733 1,805 1,658 1,626 1,590 1,602 1,589 1,570 1,515 1,521

建設改良費 1,580 3,075 1,464 1,620 977 617 547 588 480 477 871 899 946 947 891 930 935 971 967 955
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